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移転価格税制の最新裁判例～日本圧着端子事件 

 

 大阪地方裁判所は、平成 20 年 7 月 11 日、日本圧着端

子製造株式会社(以下｢原告｣といいます。)が争ってきた移

転価格税制に関する訴訟において、納税者敗訴の判決を

下しました(大阪地判平成 20 年 7 月 11 日判タ 1289 号

155 頁)。 

 

1. 事案の概要と争点 

 

(1) 事案の概要 

 

 原告は、電気、電子接続部品の製造、販売及び輸出入

等を目的とする株式会社で、本件は、、法人税にかかる更

正処分の一部取消を求め争ってきたものです。問題となっ

た国外関連取引は、原告とシンガポール所在の原告の

100 パーセント子会社及び、香港所在の原告の 100 パー

セント子会社との間での圧着端子類及びコネクタ類を販売

する取引(以下｢本件国外関連取引｣といいます。)を含むも

のでした。 

 

 独立企業間価格を算定するために原処分庁によって用

いられた比較対象取引は、台湾に所在する非関連者各社 

(以下｢台湾法人グループ｣と総称します。)に対して、圧着

端子類及びコネクタ類を販売する取引が含まれている(以

下｢本件比較対象取引｣といいます。)とされ、原処分庁が

用いた独立企業間価格算定方法は原価基準法でした。 

 

(2) 争点 

 

 本件における争点は多岐にわたりますが、以下ではその

うち特に実務上注目に値すると思われるものを紹介いたし

ます。 

 

2. 争点に対する裁判所の判断 

 

(1) 原告と台湾法人グループとの取引を本件比較対象取

引としたことの適法性についての争点 

 

 原告は、本件国外関連取引と本件比較対象取引との間

には(ア)売り手の負担するリスク、(イ)市場の状況の差異、

(ウ)売り手の果たす機能について定性的な差異があり、定

量的にその差異を示すことができないから比較対象たり得

ない、と主張しました。 

 

 これに対して、裁判所は、措置法通達、1995 年 7 月に

OECD 理事会で承認され公表された新移転価格ガイドライ

ン、移転価格事務運営要領の別冊である｢移転価格税制

の適用に当たっての参考事例集｣(以下｢参考事例集｣とい

います。)等の定めを検討して、通常の利益率に重大な影

響を与えるような差異が存在し、かつ、その差異による具

体的影響額を算定することができない場合かどうかを、原

告が主張した上記 3 点について検討を行い、結論的に、

基本的に通常の利益率に重大な影響は及ばないとして、

原告の主張を排斥しています。 

 

 なお、この点に関して、被告である国は、原価基準法の

適用において、国外関連取引と比較対象取引との間にな

んらかの要素について差異が存在し、その差異が価格や

利益に与える影響を十分正確に確認することができない

場合には、その調整は不要である旨主張したようです。こ

れに対して裁判所は、被告の当該主張は採用し得ないとし

つつ、同時に、｢もっとも、通常の利益率になんらかの影響

を与え得る差異が存在することは、それが取引態様等から

客観的に明らかなものでない限り、通常これを裏付けるに

足りる証拠を容易に提出し得る地位にある原告において

具体的に立証すべきであり、原告がこの点についてなんら

説得的な立証を行わない場合には、そのこと自体から、そ

のような差異が存在しないことを推認し得るものというべき

である｣との判示をしています。 

 

 この判示については、東京高判平成 20 年 10 月 20 日
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〔公刊物未登載〕(いわゆる｢アドビ事件東京高裁判決｣)に

おける、国において、課税庁が合理的な調査を尽くしたに

もかかわらず、基本 3 法と同等の方法を用いることができ

ないことについて主張立証をした場合には、基本 3 法と同

等の方法を用いることができないことが事実上推定され、

納税者側において、基本 3 法と同等の方法を用いることが

できることについて、具体的に主張立証する必要があるも

のと解するのが相当である旨の判示との関係をどのように

考えるのか、という点が問題となり得ます。アドビ事件東京

高裁判決におけるこの判示からは、比較対象取引の存在

を前提とする基本 3 法と同等の方法を用いることができな

いことを国において立証しなければならない、すなわち、比

較対象取引が存在しないことを国において立証しなければ

ならない、ということになるものと思われます。そして、比較

対象取引が存在しないこととは、状況によっては、ある取

引について差異調整が困難ないし不可能であるとして比

較対象取引たり得ないということも含まれ、このような事情

についても国において立証しなければならないということに

なるのではないかと思われるからです。 

 そうすると、差異の存在は原告において具体的に立証す

べきとする上記の判示は、上記のアドビ事件東京高裁判

決における判示と矛盾するのではないかと考えられます。 

 

 また、上記の判示は｢通常の利益率になんらかの影響を

与え得る差異が存在すること｣について｢通常これを裏付け

るに足りる証拠を容易に提出し得る地位にある原告におい

て具体的に立証すべき｣としていますが、比較対象取引が

本件におけるように、いわゆる内部コンパラブル(会社自身

が比較可能な取引について独立第三者に要求する価格

が、比較対象となる価格として用いられること)の場合に

は、｢通常これを裏付けるに足りる証拠を容易に提出し得

る地位にある｣といえる場合もあるかもしれませんが、外部

コンパラブル(非関連の独立企業間において比較可能な状

況において合意された価格が、比較対象となる価格として

用いられること)の場合には必ずしも妥当しないのではない

でしょうか。 

 

(2) 独立企業間価格算定の差異の調整の合理性につい

ての争点 

 

 原告は、取引段階、売手の果たす機能、取引数量につい

て調整すべきところ、被告は調整を不十分に行ったに過ぎ

ない旨主張しました。(1)が比較対象取引が比較対象として

適切かという観点からの問題であるのに対して、ここでは

比較対象となることを前提に差異調整が適切になされてい

るかという問題点です。 

 

 この点に関して裁判所は、｢国外関連取引と比較対象取

引との間に差異があるとしても、それが通常の利益率の算

定に重大な影響を与えるようなものでない場合には、その

調整を行う必要がない反面、このような差異が存在してい

るのであれば、当該差異は相当程度正確に調整すること

を要し、それができないのであれば、当該比較対象取引に

基づく独立企業間価格を算定することは許されないものと

解される｣旨判示し、原処分庁の差異調整には不合理な点

は認められないとし、原告の主張を基本的に全て排斥して

います。なお、取引数量に関する差異調整については、原

告の予備的主張であった国税不服審判所の裁決で用いら

れた手法による差異調整が妥当なものと認定されて裁判

所によって受け入れられています。 

 

 上記判示の中で、｢通常は、取引規模の差異が 10 倍以

内である場合には、その調整は不要と解されていることが

認められる｣と裁判所は判示していますが、OECD 新ガイド

ラインは、取引数量が 2 倍である場合にも差異調整が必

要となりうる場合があると記載しており、本判決の多くの部

分において OECD 新ガイドラインが参照される一方で、こ

の部分については必ずしも OECD 新ガイドラインに沿った

判示とはなっていない点は、疑問が残るように思われま

す。 

 

3. おわりに 

 

 本件は現在、大阪高裁に係属中であるとのことです。本

判決後、東京高裁ではアドビ事件において納税者の勝訴

判決が確定しており、控訴審での判断が注目されます。 

以上 


